
個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

関係会社株式………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品及び製品………………商品・製品・半製品については総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

販売用不動産については個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金……………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品…………原材料については総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品については最終仕入原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物………………………７～31年

構築物……………………10～15年

機械装置…………………７～12年

工具器具備品……………３～８年

②無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。



（3）引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

④退職給付引当金

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退

職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から損益処理しており、過去勤務費用は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を損益処

理することとしております。

⑤役員株式給付引当金

役員の当社株式給付に備えるため、役員株式給付規程に基づく当事業年度末における株

式給付債務の見込額を計上しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方

消費税は、当事業年度の費用として処理しております。



（5）関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

（役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、取締役（社外取締役を除く）を対象として、取締役の報酬と当社の株式価値と

の連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高

めることを目的として、株式報酬制度（株式給付信託）を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付

する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、

総額法を適用しております。

イ．取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取

締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を

時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される株式報酬制度でありま

す。

ロ．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）によ

り純資産の部に自己株式として計上しており、当事業年度末における当該自己株式

の帳簿価額及び株式数は、55,770千円及び150,000株であります。

２．追加情報

（「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適用）

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24

号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、「関連する会計

基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続」を１．重要な会計

方針に係る事項に関する注記に記載しております。



３．貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産

建物 434,234千円

土地 1,650,797千円

計 2,085,031千円

上記に対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,382,651千円

長期借入金 312,427千円

計 1,695,078千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 9,754,949千円

（3）受取手形割引高 1,090,206千円

（4）関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 332,022千円

短期金銭債務 294千円

４．損益計算書に関する注記

（関係会社との取引高）

売上高 396,578千円

仕入高（営業費用含む） 260,087千円

営業取引以外の取引 102,328千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び数

普通株式 991千株

（注）株式給付信託が保有する当社株式150千株が含まれております。



６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 54,822千円

退職給付引当金 95,318千円

貸倒引当金 17,746千円

たな卸資産評価損 4,174千円

投資有価証券評価損 63,081千円

その他 169,461千円

繰延税金資産小計 404,604千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △180,453千円

評価性引当額小計 △180,453千円

繰延税金資産合計 224,151千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 33,202千円

その他 10,930千円

繰延税金負債合計 44,132千円

繰延税金資産の純額 180,019千円



７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社
㈱東北ヤ
マックス

所有
　直接 100.0

役員の兼任 配当の受取 100,000 － －

子会社
㈱ＨＯＣヤ
マックス

所有
　直接　50.0

製品の販売等
役員の兼任

製品の販売 395,459 売 掛 金 255,434

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格、市場金利等を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 877円56銭

（2）１株当たり当期純利益 109円86銭

　（注）１．「１株当たり純資産額」の算定上の基礎となる期末株式数及び「１株当たり当期純

利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自己

株式に株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を含めております。なお、当事業年

度における当該株式の期末株式数及び期中平均株式数は、それぞれ150,000株であり

ます。

２．当社は、2020年７月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ったた

め、１株当たり当期純利益については、当事業年度の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定して算定しております。


